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１．はじめに

　放送法第五条では，放送事業者は放送番組の編集の基準を定め，これに従って
放送番組の編集をしなければならない，と定めている。民間放送の業界団体であ
る一般社団法人日本民間放送連盟（以下「民放連」という）に加盟する放送事業者
は現在地上波テレビ127社，ラジオ100社（うちラジオ・テレビ兼営社32社），衛星
テレビ11社，衛星ラジオ１社の合わせて207社であるが，会員の放送各社は自社
の番組基準の中に「（詳細は）日本民間放送連盟放送基準を準用する」など民放
連の放送基準に準拠する定めを設けており，民放連放送基準は同連盟の会員放送
局にとって放送法第五条に定められ，各放送局が制定することが義務付けられて
いる「放送番組の編集の基準」の根幹となっており，民放局の考査業務にとって
同連盟が数年に一度改訂版を刊行している『放送基準解説書』はバイブル的，あ
るいは辞書的な存在になっている。
　筆者は民放テレビ局の編成，制作，考査業務に長年関わって来ており，現在で
もこの解説書を毎日紐解いて考査業務をしている。本稿は実務者としての経験を
ベースに，民放連が発行した刊行物を主に参照して執筆した。

　民放連放送基準が最初に制定されたのは1951年10月12日である。日本の民放ラ
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ジオ第一号の名古屋の中部日本放送（現 CBC ラジオ）と大阪の新日本放送（現毎

日放送）が開局したのが同年９月１日で，第三号の朝日放送（現朝日放送ラジオ）

の開局が同年11月１日なので，民放ラジオスタートとほぼ同時に制定されたこと
になる。一方，テレビに関してはラジオと別個に民放連テレビ放送基準が1958年
１月21日に制定された。民放テレビ第一号の日本テレビの開局が1953年８月28日
だからそれに遅れること５年，テレビ放送基準制定までの間に日本テレビに続き
ラジオ東京（現 TBS テレビ），大阪テレビ（現朝日放送テレビ），中部日本放送（現

CBC テレビ），北海道放送の計５局が開局している。民放テレビ開局を踏まえ，
民放連では「ラジオ・テレビ放送基準の暫定とりきめ」事項を理事会で決定，テ
レビ単営社の大阪テレビや当時民放連に加盟していなかった日本テレビからも意
見を聴取しテレビ放送基準を制定した

（１）

。テレビ放送基準制定が第一号開局から間
もなく制定されたラジオに比べ遅れた理由は明確ではなかったが，推定としては
①当時の民放連会員社は開局間もないラジオ社で構成され，テレビに関する十分
な検討をする余裕がなかった，②日本テレビ以外でテレビ放送基準制定前に開局
した４局は開局当時朝日系・毎日系合弁会社だった大阪テレビ（1959年６月に朝

日放送と合併）を含め既存ラジオ民放局を母体としていたため，テレビ独自の番
組基準を急いで作る必要性が薄かった，③日本テレビの民放連入会は開局から５
年を経た1958年３月で，同社は独自の放送基準を制定していたため，テレビのた
めの放送基準の制定が遅くなったと思われる。

　なお，民放連ラジオ放送基準とテレビ放送基準は1970年に統合し，現在の「日
本民間放送連盟放送基準」となっている。ただし，ラジオとテレビの媒体特性の
違いを考慮し第18章「広告の時間基準」の145条以降のみラジオ・テレビ別の条
文となっている。

２．放送基準改正の歴史

　1958年１月のテレビ放送基準制定を起点とすると，翌59年７月に早くも条文の
一部改正が行われ，最新の改正である2015年11月まで改正13回，一部改訂２回，
一部字句修正１回，合計で16回の変更が加えられている。48年で16回。平均で３
年に１回の変更である。制定当初全国に５つしかなかった民放テレビは25倍以上
の数となり，地上波と BS 放送をあわせれば全国どこでも10以上のチャンネルか
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ら番組を選べる時代になった。
　その一方で，放送メディアに対する視聴者のニーズ，情報提供者としてだけで
なく企業としての社会に対する責任の変化に対応するだけでなく，広告媒体とし
ての民放事業者の立場はその年代に応じて常に変化している。
　1951年10月12日に制定された日本民間放送連盟放送基準（テレビ開局に併せラ

ジオ放送基準に改称）は放送法の定めとは別に自主的な基準として制定されたも
ので，民間放送の使命を「人類の平和，社会の秩序，公共の福祉，産業経済の繁
栄に貢献する」とし，⑴国民の権利，義務を尊重し，⑵真実を伝え，表現の自由
を保持し，⑶健全な民主主義の発達に資するよう努力し，⑷世界秩序の再建に役
立つことを原則として定めた。戦後日本の新しい体制のひとつとして電波法，放
送法，電波監理審議会設置法のいわゆる電波３法が設けられ，NHK の独占であ
った放送にはじめて民間企業が参入することになり，国民の期待がふくらむ一方
で低俗な番組が登場するとの危惧もあったため，戦前の検閲制度とは全く異なる，
あくまで民主主義の精神に則った自主規制を具体化するという目的があった。な
お，ラジオ放送の民間開放は GHQ の方針に沿ったものではあるが，1926年の東
京・大阪・名古屋各放送協会の創立時には民間企業による放送局設立も画策され，
紆余曲折の末３つの非営利の社団法人にまとめた経緯がある。また，当時日本の
統治下であった台湾でも1925年に広告を財源とするラジオ局開設の免許申請が行
われ

（２）

，台湾や満州においては台湾放送協会および満州電信電話が運営するラジオ
局において一時期広告放送も行われるも新聞社の反対などで短期で撤退しており

（３）

，
広告を財源とする民間放送の実現は大正時代から30年越しの夢が実現したものと
言える。
　1954年には NHK ラジオの人気番組であった『日曜娯楽版』（のちに『ユーモア

劇場』）における政治風刺が過剰であるとして国会で議論になり，塚田郵政大臣
は「時の権力に一方的に楯突くような偏った放送が行われないような法的措置は
必要」と述べ，放送法改正に着手する考えを述べた。放送法改正案は1956年に原
案が示され，NHK と民間放送で別の法律にする案も検討されたが，結局部分的
な改正に終わり，1959年３月成立し公布された

（４）

。
　その時既に評論家の大宅壮一氏が「一億総白痴化」との表現でテレビがもたら
す影響力に警鐘を鳴らし，東京における３番目の民放テレビ局である日本教育テ
レビ（NET テレビ，現テレビ朝日）は民間放送ながら教育専門局として開局し，
北海道第２局の札幌テレビ，大阪第３・第４局の読売テレビ，毎日放送テレビは
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準教育専門局とされ，学校教育放送や幼児教育放送，社会教育放送が多く編成さ
れた。また，その他の民放テレビ局に対しても，再免許に際して教育放送10％以
上，教養放送20％以上との条件が付けられ，『テレビ幼稚園』（ラジオ東京テレビ。

関西テレビにも同一タイトルの別番組あり），などの教育番組がスタート，『ロンパ
ールーム』（日本テレビ），『ママとあそぼう！ピンポンパン』（フジテレビ）などの
ちの民放教育番組が続くことになる。

２－１　現行民放連放送基準の原点　　1963年改正
　戦後民主主義のうねりの中で生まれた日本の民間放送，そして民放連放送基準
であるが，以後法律改正，政治や社会情勢の変化，民間放送事業の拡大に伴い小
刻みに放送基準は改定され，前述の通りテレビ放送基準も新たに制定されたが，
前述の放送法改正に呼応して，1963年３月に大幅に改定される。改正放送法で各
社ごとの番組基準の制定が義務化され，民放連放送基準は現在のように民放連会
員の放送局共通の放送倫理規範として法的根拠があるものとなったのである。改
正に際しての民放連内の議論には，各社の番組基準と重複しないよう基本綱領の
ようなものにすべきだという意見もあったが，民放全体の基準にふさわしいもの
に改められた，改正にあたっては，アメリカの NAB（全米放送事業者協会）のテ
レビ，ラジオ基準，NHK の国内番組基準，日本新聞協会の新聞倫理綱領などが
参考にされた

（５）

。現行の民放連放送基準の基礎はこの時にできたと言って過言では
ない。
　改正のポイントは以前の基準が「一般基準，番組基準，広告基準」の三部構成
であったものを「前文と基準本文」の構成にしたことで，前文では平和な社会の
実現に寄与する民間放送の役割を「文化の発展，公共の福祉，産業と経済の繁栄
に役立つこと」と二元的に定義し，民間放送の特質である広告放送について「視
聴者に利益をもたらして社会の信頼にこたえる」と定義した

（６）

。
　基準本文についても現在と同様，概念に応じてグループ化されている。すなわ
ち「国会・国家機関」「国際」「人権・人格」「法律」「政治・経済」「宗教」「社
会」「家庭」「性」「犯罪」「児童」「報道」「教育」「教養」「娯楽」「視聴者参加」

「懸賞」「表現・演出」「広告」「コマーシャルの取扱い」「コマーシャルの量」の
21で，現在は「国会・国家機関」と「政治・経済」，「国際」は「法と政治」に，

「教育」「教養」は「教育・教養の向上」に，「社会」と「家庭」は「家庭と社
会」に統合された一方，「広告」は「広告の責任」「広告の表現」「医療・医薬品・
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化粧品などの広告」「金融・不動産の広告」と細分化され，全18章となっているが，
やはり基本的な章立てはこの時に作られたことがわかる。

　放送の青少年への影響については現在まで常に議論されているところだが，こ
の当時既に大人気子ども向け番組だった「月光仮面」（ラジオ東京テレビ）を真似
して子どもが高所から飛び降りて死亡するという事故が起き（1959年），番組が
打ち切りになるという事件なども影響したと思われるが「児童向け番組の制作に
当たっては，特に良い習慣・責任感・正しい勇気などの精神を尊重し，これを傷
つけないように配慮する」という条文（当時の27条，現15条）が設けられ，また，
児童の営利誘拐が問題になった時代背景を反映し，「児童の誘拐を取り扱うとき
はフィクションでも手口を詳細に描写しない」（25条，現71条）という条文も設け
られた。
　民放連では放送法改正から放送基準改正の動きに呼応して，「民放審議会」と
いう有識者による組織が設置され（委員長は前田多聞元文相，財界，新聞界，学識

経験者など16名で構成
（７）

），各社に放送番組審議会の設置が義務付けられるまでは唯
一の外部審議機関として機能したが，この新放送基準に対しては同審議会の委員
から「厳しすぎる」という意見が出たほどであった

（８）

。
　しかし，1964年の東京オリンピックの頃にはテレビの世帯普及率は70％を越え，
娯楽メディアとしても情報メディアとしてもテレビの役割がますます高くなり，
テレビの「悪影響」に対する社会的批判はますます強くなっていった。また，
1963年４月の福島テレビの開局をもって全国すべての放送エリアに民放テレビが
開局し，1968年８月の岐阜放送，同年11月のテレビ静岡・北海道テレビを皮切り
に親局が UHF の民放テレビが開局，基幹地区の３～４局化，その他の県域の複
数化そして大都市圏の独立局が開局して行く中で，テレビの重要性を放送事業者
自身が自覚する必要に迫られていた。
　このような状況を踏まえ，民放連は NHK と共同で「放送番組向上協議会」を
1969年に発足させる

（９）

。現在の放送倫理・番組向上機構（BPO）のルーツとなる組
織である。そして同協議会に有識者からなる「放送番組向上委員会」が設置され
た。
　なお，この1963年の改正を機に『民放連放送基準解説書』が1966年３月に刊行
された。これは番組基準が法的な裏付けを持つものとなり，各社の日常の考査業
務において民放連放送基準と照らし合わせる必要性が出てきたことに対応したも
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ので，以後放送基準の改訂に合わせて解説文の見直しや小幅な修正が加えられ，
およそ10年に一度刊行される改訂版のほかに補正版を逐次刊行することになって
いる。

２－２　ラジオとテレビの放送基準を一本化　　1970年改正
　このような流れの中で，1970年にはラジオとテレビの放送基準が一本化される。
背景としては①日本テレビの民放連入会から10年が経過し，また，各地区の２局
目以降の置局がはじまり，テレビ単営社が増加したこと，②テレビ媒体の急成長
とともにテレビへの注目が高まり，別々に基準を設けることは却って「民放全体
の基準」という大前提が崩れる可能性があること，などが考えられる。

　70年の改正については，1970年２月３日の民放連機関紙『民間放送』の紙面は
「ラジオのセグメント番組，テレビのワイドショー，視聴者参加番組の増加など
放送形態が変わったこと，高度経済成長にともなって国民生活が向上するととも
に社会生活にひずみが生じ，性や暴力に対する考え方や若者の意識が変わるなど
社会情勢が変化したこと」を理由として挙げている。
　ラジオのセグメント番組とは，放送のメインステージの座をテレビに譲ったラ
ジオが，日中は自動車のドライバーをターゲットとしたり，商店の店頭で流れた
りする番組を編成し，夜間から深夜の浅い時間帯は若者をターゲットに，そして
深夜の深い時間帯から早朝までは長距離トラックのドライバーをターゲットにし
た番組を編成し活路を開いたもので現在に続く AM ラジオの基本的なフォーマ
ットがこの頃始まったことを指す。また，初の商業ベースの民放 FM 局として
FM 愛知が1969年に開局，翌70年には東海大学の実験局が転換した FM 東京と
FM 大阪が開局し，FM 民放がスタートしている。
　テレビのワイドショーは1964年スタートの NET テレビ『木島則夫モーニング
ショー』が日本初と言われるが，1970年時点では日本テレビ『お昼のワイドショ
ー』フジテレビ『小川宏ショー』もスタート，NET は『モーニングショー』に
加え正午から『桂小金治アフタヌーンショー』も放送していた。TBS は『おは
ようにっぽん』を1966年にスタートさせたものの1968年に終了，1971年の『モー
ニングジャンボ』までワイドショーを休止している。この当時は民放テレビのネ
ットワークは未完成で，NET の『モーニングショー』『アフタヌーンショー』は
TBS 系列の多くのテレビ局にネットされて人気番組となっていたためと思われる。
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　視聴者参加番組は『アップダウンクイズ』（毎日放送，1963年～85年）に代表さ
れるクイズ番組，現在も続く『新婚さんいらっしゃい！』（朝日放送＝現朝日放送

テレビ，1971年～）に代表されるトーク番組があり，前述のワイドショーにも視
聴者参加のトークコーナーが多数存在していた。視聴者参加のクイズ番組につい
ては賞金総額がエスカレートし，『クイズ・キングにまかせろ』（フジテレビ）で
は優勝者の賞品として1000万円相当のマンションが提供されたことに対し公正取
引委員会から警告が出され，「テレビの低俗化」のひとつとしてクイズ番組もや
り玉に上がった

（10）

。
　ラジオのセグメント番組の中にはたいてい聴取者のハガキを読むコーナーが設
けられ，ディスクジョッキーあるいはパーソナリティと呼ばれる出演者がハガキ
の内容を読み上げるとともにそれに応じたトークを繰り広げ，また「電話リクエ
スト」番組のように聴取者がラジオ局に電話をかけて聞きたい音楽をリクエスト
したり，番組のパーソナリティと直接会話したりする番組も続々と生まれ，一般
視聴者・聴取者と放送の送り手側の距離が近くなった時代であった。特に深夜帯
のラジオ放送は「若者たちの解放区」と呼ばれ，あけすけな性体験が語られる番
組もあった。
　そのような状況を踏まえ，放送基準に「性表現」が章立てされ，67条（現73条）

には「性に関する事柄は，視聴者に困惑・嫌悪の感じを抱かせないように注意す
る」という条文が設けられたのをはじめ，性に関する表現を抑制的に取り扱うよ
う定められ，改正前の「品位を重んじ露骨な表現を避ける」より具体的な表現と
なった。暴力表現についても改定前は「公衆道徳を守る」「犯罪を肯定しない」
という部分に収斂されていたものが，55条（現63条）で「暴力行為はその目的い
かんを問わず否定的に取り扱う」56条（現64条）「暴力行為の表現は最小限にと
どめる」と直截的に規定された

（11）

。

　この放送基準改正を踏まえ，民放連の今道会長（TBS 社長）と放送番組向上委
員会との懇談が行われたが，その席上，今道会長は「倫理基準の捉え方に若い人
と年輩者との間に断絶がある」と指摘し，これに対して向上委員会の委員からは

「年輩者だけでなく若者も番組審議に参加する必要がある」という意見が出るな
ど（『民間放送』1970年３月13日号）した。この時期は戦後生まれの若者が成人し，
社会におけるジェネレーションギャップが大きな問題となっており，学生運動の
激化，エレキギターブームや「グループサウンズ」の台頭，ヒッピーブームなど



114　マス・コミュニケーション研究 No.95　　2019

若者の風俗が激変し，年輩の有識者が大半を占める放送番組向上委員会や各局の
番組審議会が時代の流れを受け止めることに苦労している様子がうかがわれる。

２－３　テレビCM総量規制が盛り込まれる　　1975年改正
　続いて1975年の改正では，現在に続くテレビ CM 総量規制が盛り込まれる。「週
間のコマーシャルの総量は，総放送時間の18％以内とする」というものである。
　民間放送の収入源は言うまでもなくコマーシャルによるものが大半を占める。
それにより，視聴者からは対価を得ずに番組を送り出すことができる。当然，放
送局の営業セクションはより高い料金で放送番組を販売し，編成・制作セクショ
ンは営業がその料金で販売するに足りる人気番組を制作・編成する。番組の制作
にはコストがかかり，そのコストに見合うだけの料金を回収できればいいが，広
告は世の中の景気に左右され，同じような人気番組でも好景気の時は高い料金で
売れるが，景気が低迷すると売れなくなる。当初静止画とコールサインが書かれ
たフリップを映しているだけであった番組と番組の間の技術的な準備期間の１分
間に広告主の名前を掲出したのが今日まで「ステーションブレイク（ステブレ）」
と呼ばれる番組提供ではないスポット CM のはじまりであるが，70年代に入る
とスポット CM の需要が増え，放送局サイドもスポット CM を積極的に販売す
るようになり，CM の過剰感がしばしば指摘されるようになった。また，現在で
はほぼ消滅しているが「ガイド CM」という枠で CM を集中的に放送する（要は

全編 CM のみの番組）ことが増え，「次の番組がなかなか始まらない」と視聴者か
ら苦情が寄せられることもあった

（12）

。
　60年代にも５秒 CM の氾濫など，CM の過剰感が問題になったことはあったが，
本編内のスーパーとして広告主の商品名などを露出するスーパー CM の自粛な
どにとどまり，CM の総量規制まで踏み込むことはなかったが，総量規制が必要
だという内外の声は高まって行った。
　民放連ではアメリカに調査団を派遣してアメリカの民放の広告規制事情を調査
するなど，研究を重ねた結果，週間の総量は18％以内，プライムタイムについて
は番組ごとに10％（ステブレ CM を除く）という事になった。総量については当時，
アメリカでは20％以内という総量規制があったのを参考にし，民放連営業委員会
では一度は20％以内と決めたがなお過剰感があると取られるおそれがあるとし，
最終的には18％となった

（13）

。総量18％が日単位ではなく週間となったのはスポーツ
中継や大型単発番組が入る日は不規則な CM 量になるため，週間単位でのコン
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トロールがふさわしいと考えたためである。また，プライムタイムは番組ごとに
ステブレを別として10％以内，つまり60分番組では６分のタイム CM と１分の
ステブレということになるが，これは51分以上，60分以下の番組が対象になる。
ということで１時間の放送枠は54分番組に６分のミニ枠が続くのがプライムタイ
ムのスタンダードとなった。
　ミニ枠がプライムタイムで放送されるようになった当初は55分＋５分だったが，
５分番組はタイム CM １分＋ステブレ１分なのに対し，６分番組は10分番組と
同じ扱いなのでタイム CM ２分＋ステブレ１分，つまり５分番組と６分番組で
は CM の長さだけが違う，ということになり，75年の改正を機にプライムタイ
ムにおけるミニ枠は６分枠が主流となる。その後さらにスポット CM 収容のた
め３分枠の２階建て（主にスポットニュースと天気予報を別番組化）というものま
で登場するが，視聴の流れを重視し，次の番組までの間に視聴者を他のチャンネ
ルに流出させない工夫（番組の最後に次の番組の案内を５秒程度入れる「ジャンクシ

ョン」の登場など）をするようになった2000年代以降下火となった。

２－４　80年代以降の改正・改訂は小幅に　　課題へは個別に対処
　これまでの放送基準の歩みを振り返ると①戦後民主主義の動きに呼応してスタ
ートした民間放送に相応しい自主基準としての放送基準（1951年）②民放の急成
長と視聴者への影響力の増大に呼応し，番組基準の法制化に対応した放送基準

（1963年）③本格的なテレビ時代に対応し，ラジオ・テレビ放送基準を一本化（1970

年）④民放への批判に応え，CM 総量規制を盛り込む（1975年）ということにな
るが，これ以降の改正は放送基準の骨格は変えず，法律の改正や人権・青少年問

表１　 プライムタイムにおけるコマーシャル
の時間量（テレビ）

５分以内の番組 １分00秒

10分以内の番組 ２分00秒

20分以内の番組 ２分30秒

30分以内の番組 ３分00秒

40分以内の番組 ４分00秒

50分以内の番組 ５分00秒

60分以内の番組 ６分00秒

（60分以上の番組はこの時間量を準用）
出典：『民放連放送基準解説書』2009より
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題に対応し，少しずつ修正していくことの繰り返しになる。1980年にはテレビシ
ョッピング CM に対応し「通信販売の広告に関する留意事項」を制定，ショッ
ピング番組については「生活情報を提供する番組におけるテレ（ラジオ）ショッ
プの取り扱いに関する留意事項」を制定，1982年には「児童向けコマーシャルに
関する留意事項」が制定されたが，放送基準そのものについては83年に消費者金
融関連の文言が改訂されたに留まった。そのため，1985年版の『放送基準解説
書』は本文よりも解説文をアップデートすることに主眼が置かれた。放送基準審
議会の下部機構として1984年に発足した放送倫理小委員会は「新たな規定を設け
ることよりもすでに完備された放送基準を各社の現場に徹底させること」として，
①児童・青少年への配慮②名誉・プライバシーへの配慮③要注意広告業種への対
応　　について具体的な対応策を講じていくことを申し合わせた

（14）

。
　もちろん，社会からテレビ界への風当たりが弱くなったわけではなく，いわゆ
る「ロス疑惑」の三浦和義氏をめぐる過剰報道への批判やテレビ朝日『アフタヌ
ーンショー』の「やらせリンチ事件」（ともに1984年）など，放送倫理をめぐる問
題はしばしば国会でも取り上げられ，その度に公的規制の必要性を発言する政治
家もいた。そのため民放連理事会では「番組審査機能活性化の具体策」を申し入
れ，考査機能や番組審議会の機能強化を各社に促した

（15）

。

２－５　児童・青少年問題　　「自主・自律」とのはざまで
　ここまでたびたび触れてきた通り，民放連の場においても放送の児童・青少年
への影響については常に議論されてきた。60～70年代に一世を風靡したコント55
号やザ・ドリフターズのお笑い番組は常に「子供に見せたくない番組」の上位に
ランクされ，『ハレンチ学園』（東京12チャンネル＝現テレビ東京）のようなギャグ
漫画を原作としたアニメやドラマの暴力シーンや性的表現に対しても「子供に悪
影響を与える」という批判が絶えなかった。民放連放送基準は当然児童・青少年
への配慮を重視し，「人権」，「法と政治」に続いて第３章で「児童および青少年
への配慮」を掲げ，児童・青少年への配慮を規定しているが，日本 PTA 全国協
議会や主婦連合会，日本消費者連盟などの消費者団体，FCT 子どものテレビの
会などの市民団体は児童・子ども向け番組や児童・子どもをターゲットにしたコ
マーシャルに対し批判的な活動をし，時には法的規制も要求した。
　1980年代に入り，有害図書規制が国会で議論されるに至ると，放送番組につい
ても「郵政省でチェックし，警告を発するなど然るべき措置をとるべきだと思う」
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と中曽根首相が答弁し，それを受けて郵政省は「番組基準の順守と放送番組の充
実向上」を求める郵政大臣名の文書を民放各社に送付，行政介入を防ぐために放
送倫理の徹底が必要だという識者からの指摘が相次いだ

（16）

。

　以後も放送と児童・青少年に関する問題の議論は止むことはなく，2000年には
放送番組向上協議会の中に「青少年委員会」が設置され，現在の BPO「放送と
青少年に関する委員会」に繋がっていく。直前の1999年に民放連が発行した『放
送倫理ブックレット No.5　児童・青少年』の中で，TBS のドラマプロデューサ
ーとして数々のヒット作品を手がけ，㈱カズモの専務だった堀川とんこう氏は「放
送倫理や倫理規定というのは市民と放送局との間の一種の約束のようなものであ
る」とし，「だから約束事項を公開して，市民に了解してもらう必要がある。（中

略）この市民との約束は，番組制作者にとっては一種の規制となって表現を束縛
するが，それは自分自身を含むこの社会のために，私たちが選んだ方法なのだ，
と思う」と述べ（p.38），番組制作者が自主規制に向き合う上での心構えを説いて
いる。

２－６　消費者金融・テレビショッピング　　新たな課題への対処
　銀行以外のいわゆるノンバンクによる消費者への無担保小口貸付，つまり消費
者金融は「サラリーマン金融」，サラ金と呼ばれ，70年代に入り業者が全国に店
舗を展開，テレビ CM も開始されたが，一部業者による違法な取り立てや利息
制限法を上回る金利が社会問題となり，多くの民放テレビ局は CM 放送を自粛
した。
　1983年の放送基準改正は，貸金業法と出資法が改正され，悪徳業者が一定排除
されたことをもって行われたもので，130条「金融機関法令に認められていない
金融業・利殖業およびこれに類するものは取り扱わない」の解説文において「い
わゆる私的なサラリーマン金融は取り扱わない」とあったものを条文で「金融業
の広告で，業者の実態・サービス内容が視聴者の利益に反するものは取り扱わな
い」（現137条）とし，消費者金融の広告を除外する規定を取り除いた。実際は，
放送基準改正後も放送は深夜帯に限るとする局や，依然一切扱わない局もあった
が，消費者金融の CM に対しては「借りすぎを助長する」という批判は根強く，
BPO 青少年委員会が2002年12月に「消費者金融 CM に関する見解」を発表，民
放各社に対し「青少年に配慮する時間帯」である午後５時から９時までの消費者
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CM の自粛やリスク表示などを求め，これに応えるかたちで民放連は2003年３月
に「個人向け無担保ローン CM の取り扱いについて」とする放送基準審議会見
解を発表，業者側も大手業者で構成される「消費者金融連絡会」による自主規制
を経て，2007年に法人化した日本貸金業協会による広告の自主規制がスタートし
今日に至る。

　また，放送基準本文の改訂には至っていないものの，1980年３月の「通信販売
の広告に関する留意事項」と「生活情報を提供する番組におけるテレ（ラジオ）

ショップの取り扱いに関する留意事項」の制定も物販のビジネスモデルそのもの
の変化とそれに対する民放局の関わりの深化をあらわすものと言える。
　テレビショッピング番組の元祖は，1970年10月にフジテレビで開始された『東
京ホームジョッキー』であると言われている。この中で当時日本最大手の百貨店
であった三越によるテレビショッピングコーナーが設けられ，1971年11月，フジ
テレビは通販子会社「ディノス」（現ディノス・セシール）を設立，72年には番組
名を「リビング４」と改め，本格的なテレビショッピングをスタートさせる

（17）

。
　以後，大手百貨店がワイドショー内でテレビショッピングを展開するほか，二
光，日本直販といった新聞・雑誌やダイレクトメール，カタログなどで通信販売
を主に行ってきた業者が積極的にテレビショッピング CM を打つようになって，
放送基準上いくつかの問題が出てくるようになった。
　番組本編でテレビショッピングを行う場合は，当該部分が番組にあたるのか，
コマーシャル（広告放送）にあたるのか。広告放送だとして，放送法上の「対価
を得て広告放送を行う場合」に該当するのか。各局の考査担当者の間でも長年議
論されてきた。
　テレビショッピング CM の場合は放送法上の位置付けの問題は起こらないが，
価格や値引きなどの販売条件が十分表示されず見づらい，送料の負担や返品の条
件が明示されていないなどの視聴者からの苦情も寄せられるようになった。
　前者については，民放局自身は生活情報番組の一要素だと主張し，番組として
扱ってきているものの，90年代以降，ローカル局や民放 BS 局（2000年スタートの

無料民放）は広告会社や外部の業者による通販番組を多数放送しており，「対価
を得て」放送していることは明らかで，タイム・スポットに次ぐ重要な収入源に
なっており，通販番組を「広告放送」と扱う新聞記事もあり

（18）

，曖昧なまま推移し
ていった。
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　特に民放 BS 局は地上波と同じ無料広告放送ながら視聴率を指標とした広告取
引を行って来なかったため，GRP（延べ視聴率）による広告受注ができず売上が
低迷したが，視聴率よりもレスポンスの多寡が重要な通販事業者にとって，全国
をカバーする衛星放送事業者はニーズにマッチするものとなり，またたく間に各
局のテレビショッピング番組の編成面積が拡大，通販番組の過剰感から視聴者や
新聞メディアの批判にさらされた。その一方で，地方の過疎化・高齢化や小売業
の環境変化により，「買い物に行きたくても小売店がない」消費者が増え，都市
部においても利便性が高く評価され，通信販売業は大きく成長し，CS やケーブ
ル局で24時間テレビショッピング番組を生放送するジュピターショップチャンネ
ルや QVC などが生まれ，テレビショッピングは2000年代に入り小売業の中でも
確固たる地位を占めるに至った。
　2010年の放送法改正に伴い，各放送事業者は自社の放送番組を「報道」「教育」

「教養」「娯楽」「その他」の５ジャンルに区分し，改編ごとに基本タイムテーブ
ルの全番組のジャンルを公表，また，毎月第３月曜日を起点とする一週間の全番
組のジャンルを公表し，さらに半年ごとに各ジャンル別の放送時間を公表するこ
とになった。
　「その他」の番組はさらに「その他（通販）」と「その他（その他）」に分けられ，
民放各社はテレビショッピング番組の週間放送時間を公表することになったが，
その一方で放送法改正に併せて改訂された放送法施行規則によりテレビ（ラジオ）

ショッピング番組が「番組」として定義され，「ショッピング番組は番組か CM
か」の議論に一応の終止符を打つことになった。

２－７　「要注意歌謡曲」　　「放送禁止歌」との誤解はいまも
　もうひとつ，放送基準本文改訂に至らなかったものの，大きな変化として挙げ
られるのは1983年の「要注意歌謡曲」の消滅である。俗に「放送禁止歌」と呼ば
れた要注意歌謡曲の制度は，文化放送が開局から７カ月後の1952年10月に「娯楽
番組取り扱い細則」を定め，その中に「俗悪歌謡曲の自粛」を挙げたことから始
まる。その後ラジオ東京，ニッポン放送でも社内規定が定められ，レコード業界
によるレコード製作基準管理委員会が1955年５月に設立される。これを受け，民
放連考査専門部会による「要注意歌謡曲」のリストが1955年７月に作成された。
当時「抵触する」とされた楽曲は「男女情痴の雰囲気を露骨に表現したもの，あ
るいは退廃的なもの」「低俗，鄙猥，下品にわたるもの」「歌詞があいまいでまぎ
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らわしく誤解されやすいもの，鄙猥な想像を働かせるもの」「子女の教育に特に
妨げとなるもの」「歌詞が子供向に不適当なものを子供の歌手が唄っているもの」
に分類され，主にわいせつな感じを与えるものや青少年への悪影響が懸念される
ものが対象とされた。1959年７月には「放送音楽の取り扱い内規」が定められ，
民放連放送基準に付随する内規のもとに要注意歌謡曲の制度が設けられた形とな
った

（19）

。要注意歌謡曲は1970年代になってからは差別的とされる歌詞やタイトルの
曲も指定されるようになり，政治的配慮などから放送局が自主的に放送を自粛す
る曲を含め「放送禁止歌」と俗に呼ばれるようになる。
　放送の可否については放送局が自主的に決めるべきという機運が高まり，1983
年に「要注意歌謡曲」の指定制度は廃止された。要注意指定の効力は５年間とさ
れたため，1987年をもって民放連の「要注意歌謡曲」一覧表は消滅した。
　現行の放送基準62条は「放送音楽の取り扱いは，別に定める『放送音楽の取り
扱い内規』による」として59年制定の「放送音楽などの取り扱い内規」は字句修
正を重ねながら今なお有効で，内部組織として「放送音楽事例研究懇談会を置く
ことができる」としており，要注意歌謡曲廃止後も民放連の組織内で情報交換を
行っていた時期もあったが，今日では楽曲の放送の可否については各局の自主判
断に委ねられている。ただ，要注意歌謡曲の廃止から35年を経た今も「放送禁止
の歌がある」との誤解は一部に残っている。

２－８　結婚情報サービスCMの「解禁」　　長い議論の末に
　1990年代に入っても放送基準の改訂は小幅なものにとどまり今日に至るが，
2014年の改正では，長年議論の対象となっていた結婚情報サービスの CM が事
実上解禁された。
　それまでの109条で「私的な秘密事項の調査を業とするものは取り扱わない」
とし，解説文では「いわゆる探偵業，興信所，結婚相談所，その他，信用調査機
関の広告は，視聴者の人権尊重の見地から取り扱わない」としており，結婚情報
サービスを結婚相談所の一種とし事実上謝絶していたものを，「人権侵害や差別
の助長につながるかたちで，個人情報を調査・収集・利用するものは取り扱わな
い」とし，解説文からも「結婚相談所」の文言は削除した。

　結婚相手を業として紹介するサービスは比較的古くから存在したが，旧条文に
ある通り私的な秘密事項の調査を伴うものが多く，差別の助長に繋がるものとし
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て私立探偵などとともに業態を謝絶する時代が長く続いた。しかし，1970年以降
海外から進出した結婚情報サービスは秘密事項の調査よりも結婚を希望するもの
をデータベース化してマッチングをはかるものであり，従来の結婚相談所とは業
態が違うとして新聞・雑誌等は広告を取り扱うようになったものの，放送広告で
の取り扱いは継続して議論されてきた。80年代以降は大手流通業なども参入し，
晩婚化の傾向もあり自治体や大企業が提携するケースも出てきたのを受け民放連
で議論を重ねて来たが慎重論も根強く，改訂には至らなかった。
　業者側も差別に繋がらないよう戸籍謄本の提出を求めず，独身であることが証
明できれば入会できるようになったことを受け，業界団体や行政の消費者窓口な
どにヒアリングを実施した上で2014年に放送基準を改正し，併せて「いわゆる結
婚相手サービス業の広告の取り扱いについて」と題する民放連放送基準審議会見
解をまとめた。人権や個人情報の保護に細心の注意をはらい，業界ガイドライン
に基づく認証を取得した業者以外は取り扱わないこととし，「加盟各社において
内規等を定め，より限定的に対応することを妨げるものではない」として各社で
判断する余地が大きいものとした。

２－９　コマーシャルの時間量の変更　　実態に合わせて
　2019年１月現在，最新の民放連放送基準改正は2016年３月のもので，これまで
番組内でのテレビ CM の時間量を「限度」から「標準」に変更したものである

（149条）。
　これは，量的規制の緩和を意図したものではなく，「多様な編成形態に合わせ
たコマーシャルの挿入」のためとしている（「広告の放送時間の運用について」2015

年11月９日民放連決定）。
　現在，CM の間に視聴者が流出することを防ぐための様々な工夫が試みられて
いるが，人気番組とその次の番組，報道・情報番組と次の番組など特に視聴者流
出を防ぎたい番組の場合，放送基準144条の解説で「次の番組の直前60秒間」と
定義されているステーションブレイク（ステブレ）をカットして番組と番組を直
結し，本来ステブレ枠の60秒を本編 CM に置き換える手法が近年増えている。
ステブレ枠はその出自から言って「次の番組の直前」を改めるわけにはいかず，
例えばプライムタイムの54分番組では放送基準上「６分 CM＋ステブレ１分」か
らステブレをカットするとトータルの CM 量を１分減らさざるを得ない。そこ
を「７分 CM」にすることを追認した形となり，その他特別番組における CM 量
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の一時的増量など実態に合わせたものとしたが，前述の「広告の放送時間の運用
について」文書では「現状のコマーシャルの時間量を増やすことを意図したもの
ではない」と念押しするなど，量的緩和と取られないよう苦心している様子が見
て取れる。

３．おわりに　　放送基準は時代の変化にどう対応してきたか

　無料民放のビジネスは広告主から収入を得てはじめて成り立つ。同時にそれは
多くの視聴者を得なければ広告媒体としての価値が認められないため，過度な大
衆迎合や広告主への配慮が生まれる恐れがある。放送基準はそれを戒めるもので
もあるが，条文は放送局の考査実務担当者による会議で作案され，経営者による
理事会の承認を経て制定されるため，各条文は極めて現実的な内容に留まる。検
討過程では営業部門の意見も採り入れられることもある。そのためもあって，「態
度が消極的」との批判を受けることがある

（20）

。
　筆者はまさに民間放送局の考査実務担当者の一人であり，日々現実的な対応に
迫られ，判断している。民放局で頻繁に起きる放送倫理上のさまざまな問題の一
因として放送基準の「消極的」な姿勢を挙げる意見もあろうが，視聴者を守ると
ともに番組制作者の自由な発想，豊かな想像力を活かすための放送基準であるべ
きであり，放送基準に法的根拠がなかった民放連発足当初に「基本的人権と世論
を尊び，言論および表現の自由をまもり，法と秩序を尊重して社会の信頼にこた
える」（前文）ために制定したこの基準の自主自律の精神を民放で働く多くの同
僚や後輩たちに伝承して行くことで，放送倫理とは何か，という事を放送に携わ
る一人ひとりが考える機会をより多く与えることができると考えている。視聴者
が日常この放送基準の存在を意識することは希であると考えられるが，民放連放
送基準の原点は戦後民主主義のうねりの中で「市民のための放送」として敢えて
商 業 放 送（Commercial Broadcasting） で は な く 民 間 放 送（ 英 訳 す れ ば Civilian 

Broadcasting となろう）と名乗りスタートした当初からの視聴者への約束であり，
放送基準を法律と同等視して「煩い面倒な決めごと」と放送現場に思わせないよ
うな放送基準の運用を各放送事業者，特に現場を指導する立場にある編成・考査
の実務担当者は心掛けなければいけないと考える。ゆえに現実的な内容に留まる
点についても筆者は肯定的に捉えている。そのためにも時代の要請に応じて常に
見直されるべきものである。放送局自身が視聴者との結びつきを深めるとともに
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放送局と視聴者を繋ぐ役割を期待されている BPO の活動がより放送関係者にも
視聴者にも身近な存在となることで，「市民と放送局の約束」である放送基準の
マインドが視聴者にも充分理解されるようなることを期待したい。
　放送法以外にも放送番組に関連する諸法令は頻繁に改訂されており，また，市
民団体や有識者からの民間放送のあり方，放送基準のあり方に対する提言も多い。
本稿では触れなかったが，番組基準の制定が放送法で放送事業者に義務付けられ
ていることをもって，放送基準に抵触することが即ち放送法違反の疑いがあると
する行政文書が出されることもあり，あくまで放送事業者が定めた「自主基準」
であり，放送の自主・自律ひいては民主主義を守るための放送基準という本来の
目的が歪められる危険にも度々晒されている。

　民放連放送基準は終戦後６年，まだ復興期にあった日本においてスタートした
民間放送事業者が法律の規定に依らずに自主的に制定したもので，その後法的根
拠がある番組基準となり，文言も性格も変化している。しかし，「基本的人権と
世論を尊び，言論および表現の自由をまもり，法と秩序を尊重して社会の信頼に
こたえる」と前文に記し，あくまで自主自律を守るためのものであるという根本
的な姿勢は，1951年の最初の放送基準制定から変化していない。
　インターネットの普及により，放送というメディアのあり方は変化を迫られて
いる。昨年2018年は放送法を根本から変えて，民間放送の放送番組の編集に関す
る通則を撤廃し，番組基準や放送番組審議会設置の義務付けも撤廃しようとする
動きが政府内であったと伝えられている。もしそのようになったら，60年以上に
わたる放送基準や放送倫理をめぐる民放界の議論はすべて砂上の楼閣のようなも
のであったということになろう。ひとまずその方向性が消えたことは，30年以上
民間放送界に携わっていた者として安堵の念を禁じ得ない。
　本稿の執筆にあたっては，放送倫理に関する多くの文献，論考がある中「民放
連はどう判断したか」に焦点を当てるため敢えて参照資料としては民放連が発行
した資料（『放送基準解説書』，『民間放送年報』，『民間放送10・30・50年史』，機関紙

『民間放送』）にほぼ絞って執筆した。また，筆者の実務経験をもとに言及した部
分を補足するため，民放連放送基準に永く関わって来られた仲佐秀雄氏（元民放

連事務局長）および民放連『民間放送』の現編集長本間謙介氏の協力を得た。
　なお，本文における放送局名はその時点での通称（日本テレビ，フジテレビ，

NET テレビなど）とし，現在の名称と異なっている場合は初出のみ併記した。また，
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団体名・人名・役職名もその時点でのものとした。
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